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研究成果の概要（和文）：過去70年の原野・森林火災による、米国アラスカ州の森林の樹齢ごとの存在確率分布
の変化を見積もった。この変化から、植物および土壌有機物それぞれの蓄積量の変化、アルベド変化、放射強制
力の変化を求めた。また、温暖化シナリオ下で2100年までの放射強制力の変化を見積もった。アルベドは太陽光
の地表面での反射率を示し、放射強制力は温室効果ガス放出とアルベド変化を合わせた地球温暖化を進める力を
示す。

研究成果の概要（英文）：Fire induced change of the forest age distributioun of Alaska was estimated 
 in the last 70 years. From this change, the changes of the volume amounts of the aboveground 
biomass and the soil organic matters, the albedo, and  the radiative forcing were evaluated. The 
radiative forcing during the 21th century  was also estimated under the global warming scenarios. 
The albedo means the reflectance of the solar beam in the ground, and the radiative forcing means 
the force of the global warming as the total of greenhouse gas releases and the change of the 
albedo.

研究分野：地球環境学
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研究成果の学術的意義や社会的意義
北極域は寒冷であるため、植物の落葉落枝や過去に生育した植物体の大量の有機物が分解されずに残っている。
地球温暖化による温度上昇は、こうした土壌有機物の分解を促進する。さらに、北極域では、温暖化に伴い原
野・森林火災が増加している。原野・森林火災が起こると、燃焼時にCO2を放出する他に、土壌中に蓄えられて
いる有機炭素の一部が燃焼する。温暖化が進むと、土壌有機物の分解が進むとともに原野・森林火災が増加し、
さらなる温暖化をもたらす。どの程度原野・森林火災が増加し、土壌有機物が分解されてCO2として大気中に放
出されるかは、温暖化予測と温暖化緩和策、温暖化適応策に大きく関わるが、未だ十分解明されていない。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 

 
 近年の地球温暖化による北半球高緯度帯の北極域の陸域生態系へ及ぼす影響が、危惧されて
いる。気候変動に関する政府間パネル(IPCC)第 5次評価報告書(IPCC, 2013)および第 6次報告
書(Arias et al., 2021)によれば、温暖化による 2100年までの気温の上昇は北極域の陸域におい
て最も大きくなり、北極域の陸域の温度上昇値は全球平均のほぼ 2 倍に相当することが予測さ
れている。北極域には地下の広範囲に永久凍土が存在するが、この永久凍土の中には大量の炭素
が蓄積されている。永久凍土中の有機炭素の量は、全球の陸域生態系の地下部に存在する有機炭
素蓄積量のおよそ半分である 1700GtCに匹敵する(Tarnocai et al., 2009)。これは現在の大気中
CO2に相当する炭素量のおよそ２倍に相当する。北極域は寒冷であるため、土壌有機物分解が抑
えられる。このため、現在の植物の落葉落枝や過去に生育した植物体の大量の有機炭素が分解さ
れずに残っている。現在この地域では、1年に生態系が正味で吸収する量の 2000～6000倍の有
機炭素が土壌中に存在する(McGuire et al., 2009)。 
 地球温暖化による温度上昇と原野・森林火災の増加は、こうした土壌有機物の分解を促進する。
土壌有機物分解は、一般に、温度に対して指数関数的に増加する。さらに、北極域では、温暖化
に伴い原野・森林火災が増加している。温暖化に伴い、極端な乾燥が起こりやすくなり、また、
落雷が起こりやすくなる。落雷は北米の原野・森林火災の発火要因の 90%以上を占める。原野・
森林火災が起こると、土壌中に蓄えられている有機炭素の一部が燃焼して CO2として大気へ放
出される。温暖化が進むと、土壌有機物分解が進み、さらなる温暖化をもたらすという、正のフ
ィードバック効果を示す。北極域は、地球上で最も急速に温暖化が進んでいる。どの程度の北極
圏の土壌有機物が分解されて CO2として大気中に放出されるかは、温暖化予測と温暖化緩和策、
温暖化適応策に大きく関わるが、未だ十分解明されていない。 
 土壌有機物量の変化と CO2の土壌から大気への放出を考えるときには、土壌有機物分解量、
植生から土壌への有機物の流入を意味するリターフォール量（落葉落枝、根の枯死量）のほかに、
原野・森林火災の頻度、強度を考慮しなければならない。生態系全体の炭素収支には、土壌から
大気への CO2の放出に加えて、植物から大気との CO2収支を考えなければならない。植物と大
気との CO2収支は植物の地上部の現存量変化で表すことができる。地上部の現存量変化には、
地球温暖化による植物成長の変化に加えて、原野・森林火災の頻度、強度が大きく関わる。 
 
 
２．研究の目的 
 
本研究の目的は、過去 70年の原野・森林火災による、米国アラスカ州の森林の樹齢ごとの存
在確率分布の変化を見積もる。この変化から、植物および土壌有機物それぞれの蓄積量の変化、
アルベド変化、放射強制力の変化を求める。また、温暖化シナリオ下で 2100年までの放射強制
力の変化を見積もる。 
 
 
３．研究の方法 

 
燃焼地図としては、2000年から 2017年までの The Moderate Resolution Imaging Spectro-

radiometer (MODIS)衛星画像の燃焼プロダクトMCD64および 1950年以降のアラスカ州の森
林火災地図データベースを用いる。植生区分地図と合わせて、地域ごと、植生区分ごと、樹齢ご
との燃焼確率を求める。MCD64の地上分解能は 500mである。植生区分地図は 2001年と 2011
年のNational Land Cover Database (NLCD2001およびNLCD2011)を用いる。これらは、落
葉樹、常緑樹、混交林、灌木、草地、コケ類、湿地などの植生区分がされている。衛星画像と火
災地図データを合わせると、1950年以降の各年に火災を受けた個々の土地に関して、それまで
の最後の火災からの経過年数が分かる。燃焼する確率の変化から、地域ごと植生区分ごとに、樹
齢ごとの存在確率分布がどのように変化しているか見積もる。土壌有機物分解モデルおよびリ
ターフォール量とその変化の地理的分布から、樹齢ごとの地上部炭素蓄積量及び土壌中有機炭
素蓄積量を求める。土壌有機物分解モデルは、バイオームごとに、深度ごとの温度、土層ごとの
土壌有機物含量、土層ごとの土壌有機物分解速度、土層ごとの熱伝導率などのパラメータから成
る。地上部現存量とリターフォール量の地理的分布は衛星画像MODISの解析により見積もる。
この際に Kushida et al. (2015)および Kushida et al. (2004)による衛星データと現存量、リター
フォール量との関係式を用いる。 
既往の研究による火災時の土壌有機物の焼失量、火災後のアルベド変化とを合わせて、1950
年から 2017年までの原野・森林火災の増加が放射強制力に及ぼす影響を評価する。これまでの
観測結果を基にして、土壌有機物の火災時の焼失量と火災後の蓄積速度を見積もる。観測地の燃
焼状況や現地観測と広域の植生や火災や気象の地図情報との対応を見るために、0.5〜1m の地



上解像度を持つWorld View-3 (WV-3)超高解像度衛星画像を用いる。放射強制力は、CO2放出に
よる温室効果のほかに、火災時の温室効果ガスであるメタンや対流圏オゾンの放出や火災後の
アルベド変化も合わせたもの(Randersonet al., 2006)とする。 
また、気象要素と燃焼確率との対応関係を解析し、気象要素と原野・森林火災の発生、植物成
長、土壌有機物分解量それぞれとの関係を考慮して、温暖化シナリオ下での 2100年までの土壌・
植生から大気への二酸化炭素の放出量と放射強制力の変化を見積もる。植物成長に関してはバ
イオームごとの気候−植物成長モデル(Euskirchen et al., 2009)を用いる。 
 
 
４．研究成果 
 
アラスカの 1950年から 2017年までの原野・森林火災の増加が、土壌有機物および植物の地
上部蓄積量と土壌有機物蓄積量とアルベドと放射強制力に及ぼす影響を評価した。燃焼地図と
植生区分地図と合わせて、地域ごと、植生区分ごと、樹齢ごとの燃焼確率を求めた。燃焼する確
率から、地域ごと植生区分ごとに、樹齢ごとの存在確率分布がどのように変化しているか見積も
った。土壌有機物分解モデル、地上部現存量、リターフォール量とその変化の地理的分布から、
樹齢ごとに、植物の地上部炭素蓄積量及び土壌有機炭素蓄積量を求めた。若齢林では断熱層の働
きをする土壌有機層が薄く、夏季の高温が土壌中深くに伝わりやすい。このため、若齢林は老齢
林に比べて、年間を通じての土壌有機物分解量が大きかった。樹齢だけでなく植生種による土壌
有機物の焼失量、炭素蓄積量の違いも加味した。火災時の土壌有機物の焼失量、火災後の土壌有
機炭素蓄積量と火災時の地上部の焼失量、火災後のアルベド変化とを合わせて、1950 年から
2017 年までの原野・森林火災の増加が、植物の地上部炭素蓄積量、土壌有機物量、アルベド、
放射強制力それぞれの変化に及ぼす影響を評価した。 
これらの知見から、温暖化シナリオ下で 2100年までの地上部現存量、リターフォール量の変
化と火災による燃焼量の変化を見積もった。また、気象要素と原野・森林火災の発生、土壌有機
物分解量の関係を考慮して、温暖化シナリオ下での 2100年までの土壌・植生から大気への二酸
化炭素の放出量と放射強制力の変化を見積もった。 
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